
渡り鳥が結ぶアジアの沿岸生態系と国際保全ネットワーク
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東・東南アジアからオセアニアにかけての地域は、多くの水鳥種の渡りルートになっている。
しかし、20世紀以降の沿岸地域での開発など人間活動の影響により、生息地である沿岸湿地が失われ、

水鳥の数は大きく減少している。こうした状況を受け、18カ国が連携し、
政府や市民団体などさまざまな主体が協力しながら保全活動を進めている。

それでもなお、失われた湿地や水鳥の回復には、さらなる取り組みが必要である。

故郷の海からアジアの海へ
〜ユースの対話と実践がつなぐ海洋プラスチック問題への挑戦〜

室原一仁	●MUROHARA Kazuhito

幼少期の原体験を起点に、九州北部を拠点に活動する海洋環境学生団体「maiPLA」での活動に至る歩みを紹介する。
国境を越えて流れ着く漂着ごみを、漂着地が処理せざるを得ない構造的課題に向き合い、

現場の清掃と東アジアのユースとの国際連携を展開。
知識の共有に留まらない「国境を越えた信頼関係」の構築と、次世代への価値観の継承こそが、問題解決の鍵となる。

アジアから世界へ：ANEMONE Globalの挑戦
峰岸有紀	●MINEGISHI Yuki

生物多様性の損失を止め、回復へ転じさせるという2030年目標まで、あと4年。私たちはいま、その達成の正念場を迎えている。
自然資本を再生しながら成長するネイチャーポジティブ社会への変革を目指す上で、生物多様性情報は必要不可欠である。

本稿では、その生物多様性情報を生み出す情報インフラの一例として、
環境DNAによる生物多様性国際観測網「ANEMONE Global」を紹介する。

特集：アジアの海
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渡り性水鳥の減少要因─アジア地域の沿岸環境の変化

渡り鳥の中には、国境を越えて長距離を移動する種が数多く存在する。渡り鳥は生態系の物質

循環に寄与するだけでなく、古くから人々に季節の移ろいを伝え、最近では野鳥観察などを通じて

娯楽・観光の対象にもなるなど、身近な生物として文化的にも親しまれてきた。しかし現在、世界の

渡り鳥種の約45%が減少傾向にあることが知られている。中でも、東・東南アジアやオセアニアを

渡るシギ・チドリ類に代表される、干潟など浅い海辺に依存する沿岸性水鳥の個体数は著しく減少

し、保全の重要性が高まっている。

渡り性水鳥が移動過程で利用する一連の地域（移動ルート）は、「フライウェイ」と呼ばれ、世

界で大きく9つに分類される。その一つである東アジア─オーストラリア地域フライウェイ（East 

Asian-Australasian Flyway：EAAF）は、極東ロシアから東・東南アジア、オセアニアに広がり、

216種の水鳥が利用する世界最大級のフライウェイである（図1）。しかし、EAAF内の水鳥種の

16%は国際自然保護連合（IUCN）の絶滅危惧種に分類され、個体群の約半数が減少傾向にある。

その主要因として、水鳥の生息地である干潟や塩性湿地、砂浜などの沿岸湿地の急速な消失

が挙げられる。20世紀後半には経済開発によって、日本や韓国で干潟面積が約半減し、21世紀

以降は中国や東南アジアで大規模な開発が進行した。例えば、東京湾では 1950年から2000年

までに 90%以上の干潟が消失していたことが著者らの研究で明らかになっている。しかし、このよ

うな「過去の過ち」を教訓とし、さらなる生息地ネットワークの崩壊を防ぐために、1970年代以降、

アジアやオセアニア地域において国際的な協調意識や取り組みが生まれている。

フライウェイ保全を支える多主体パートナーシップ

EAAF内の渡り性水鳥やその生息地の重要性を広く周知し、実践的に保全を促す上で重要

な役割を担っているのが、東アジア─オーストラリア地域フライウェイ・パートナーシップ（EAAFP）

である。EAAFPは、日本や中国、米国、ロシアなどの 18カ国の政府に加え、国際条約事務局、

国際NGO・NPOなど多岐にわたる主体が参加するパートナーシップである。EAAFPでは、湿

地や水鳥の専門家によって日常的に保全対策が検討され、2年に一度開催されるパートナー会議

（MOP）で保全課題の共有や意思決定が行われる。また、EAAFPは、水鳥にとって重要な湿

地の保護と継続的なモニタリングを進めている。例えば、世界最大級である黄海沿岸の干潟の保

全の重要性を訴え続けた結果、2019年には中国の一部地域が渡り鳥の生息地として世界自然

遺産に登録された。

EAAFPは市民参加型の普及啓発活動にも力を入れている。例えば、クロツラヘラサギ

は、1990年代には、世界個体数が 400羽程度まで減少し、深刻な絶滅危惧種（CR）であった。

EAAFP内外の専門家が中心となり市民との協力を通じて、生態調査だけではなく、市民の関心

や保全への参加を促してきた。日本発の国際NGOであるTeam SPOON※1は、クロツラヘラサギ

に関する4カ国語で書かれた絵本※2を利用し、参加者が母国語で回し読みをする参加型イベント

を定期的に開催している。筆者が参加した、越冬地である福岡県今津干潟と繁殖地である韓国

渡り鳥が結ぶアジアの沿岸生態系と
国際保全ネットワーク
清水孟彦●北海道大学大学院博士後期課程（日本学術振興会特別研究員DC1／豪州クイーンズランド大学）

［KEYWORDS］ 生物多様性保全／湿地／経済開発
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を結ぶオンライン会合には、子ども連れの家族が大勢参加した。画面越しに交流やイ

ラスト制作を楽しみ、会場は大いに賑わった（図2）。子どもから大人まで、世代や言

語の壁を超えて同じクロツラヘラサギの生存を願う姿を目の当たりにしたとき、筆者は

保全への心強い一体感を覚えると同時に、保全生態学を研究する者として、生息地

や渡り鳥の存在を多くの市民や後世に引き継がねばならないという責務を強く感じた。

こうした科学者や市民の絶え間ない努力の結果、2025年にはクロツラヘラサギの個

体数は 7,000羽を超え、IUCN絶滅危惧種レッドリストの評価も危機（EN）から危急

（VU）へと改善された。

今後の課題と日本の役割

国家間の利害がますます交錯する現代国際社会において、EAAFPのように多国・多主体が

協調している事例はまれである。その理由は、課題の共通認識化に加え、各主体に資金や行動

を強要しないというパートナーシップの自発性によるものかもしれない。一方で、自発的な枠組みで

あるがゆえに、資金や人材不足、地域間での実施格差といった課題も抱えている。また、保護区

指定が進む一方、まだ開発のリスクが高い地域も存在し、過去の大規模な湿地消失の影響は現

在も残っている。それにより、ヘラシギなど深刻な絶滅危機に瀕する種だけではなく、ハマシギやト

ウネンなどの「普通種」のさらなる減少も危惧されている。残存湿地の保護に加え、湿地復元や人

工湿地による補完的対策も今後の重要な選択肢となる。

日本は EAAFP設立を共同提案し、EAAFPへの継続的な金銭的支援や保護区の拡大など

を通じて水鳥保全に貢献している。一方で、研究者や国際的調整役を担う人材の育成は他国と

比べて遅れているように感じる。また、産業界でも生物多様性保全の重要性が認識され始めてい

るが、水鳥保全への参画はまだまだ少ない。日本は、「既に湿地が失われた国」であり、失われた

湿地の上には主要な経済都市が広がっているため、過去の湿地風景を復元することは簡単では

ない。水鳥が繋いでくれた人々や地域間での対話を通じて解決策を模索するほかない。渡りも保

全も「順風満帆」ではないが、水鳥保全を取り巻く国際協調の仕組みは、分断が進む時代において、

持続可能な国際秩序の一つのモデルとなり得るだろう。

筆者は、水鳥調査をしているときに、ふと「もし湿地が残っていたら、どんな風景で、どれほど多く

の水鳥がいたのだろう」と過去に思いを馳せることがある。経済成長の上にこそ成り立つ自分の生

活と、少しでも多くの湿地を残してくれた先人たちへの感謝、そして減り続ける罪のない水鳥への

悲しみが交錯する。フライウェイスケールの危機に一人で立ち向かうには限界がある。そう感じる

今日この頃、筆者は渡り鳥とともに南下し、越冬地でもあるオーストラリアの大学に留学し、保全を願

う同志とともに切磋琢磨しながら学ぶ日 を々過ごしている。（了）

■図1　東アジア─オーストラリア地域フライウェイ内の水鳥個体群の渡りルートと越冬地例（青線は各個体群の渡りルート）

※1 TeamSpoon　https://teamspoon.wixsite.com/teamspoon
※2 松本悟著『クロツラヘラサギ「プーの手紙」』（日・英・韓・中）

■図2　クロツラヘラサギのイラ
ストなどを制作するワークショップ

クロツラヘラサギの
群れ（沖縄県・那覇
市）

オオソリハシシギの
群れ（ 豪州・ブリス
ベン）

地図の出典：Wetlands International（2022）



Ocean Newsletter /No.604
● 4

原体験としての「川」と専門的知見との出会い

海洋プラスチック問題や生態系の劣化と

いった環境課題は、将来世代に大きな影響

を及ぼすものであり、ユースが主体的に向き

合う意義は大きい。制度や社会をすぐに変

える力は限られていても、地域に根差した行

動や対話を積み重ね、次の世代へと価値観

をつないでいくことは、誰もが担うべき役割で

あり、とりわけ未来を生きる若者が率先して

取り組むべき重要なテーマといえよう。こうし

た問題意識のもと、筆者は現在、学生という

立場で地域と向き合い、海洋ごみ問題の解決に向けた活動に取り組んでいる。本稿では、九州

北部を拠点に大学の枠を越えて活動する海洋環境学生団体「maiPLA※1（マイプラ）」に所属す

る筆者が、海洋ごみ問題への取り組みに関心を持つに至った経緯と、団体の歩みを紹介する。

筆者がごみ問題を意識し始めたのは、小学校低学年の頃である。幼い頃から自然や生物が好

きで、近所の川でよく遊んでいた。そこには魚やカニ、昆虫など多様な生物がいた。ある日、地域

の清掃活動が行われ、川遊びの延長で参加した。生き物の多い川だったため、ごみはそれほどな

いだろうと思っていたが、実際に川底からはビニール袋や菓子の包装などが次々と出てきた。小

学生ながら強い衝撃を受けた。この経験が、筆者にとってごみ問題を自分事として捉える原点で

ある。

転機は高校生の時に訪れた。担任教員から、海洋ごみ問題に取り組む「九州大学うみつなぎ※2」

を紹介され、これを統括する清野聡子准教授の話を聞く機会を得た。福岡の海の現状、海洋ごみ

やマイクロプラスチックの問題、太平洋規模で広がる漂流ごみの実態を知り、自分にも何かできる

のではないかと考えた。その後、地元の川や海で清掃活動を行い、川と海ではごみの種類や大き

さが異なること、特にマイクロプラスチックの回収が極めて困難であることを実感した。

自分の学校でも海洋環境活動の輪を広げたいとの思いから、高校在学中に「城南高校うみつな

ぎ」を立ち上げ、仲間を増やしていった。2022年には熊本で開催された第4回アジア・太平洋水サミッ

トに参加し、これまでの学びを発表した。こうした活動の中で、maiPLAと出会い、学生主体で海

洋ごみ問題に取り組む姿勢に強く共感した。大学進学を機に maiPLAへ加入し、現在は海岸清

掃とあわせて、問題を社会に発信する活動にも携わっている。

離島から都市へ、maiPLAが体現するコミュニティ内での循環

maiPLAは、五島列島の高校生によって 2019年に設立され、現在は福岡を拠点に活動してい

る。「うみとともにある暮らしをまもり、人 と々うみの関係をつくる」をスローガンに、五島、福岡、佐賀な

どで海岸清掃やワークショップ、地域コミュニティ活動を実施している。現在、海岸清掃やワーク

故郷の海からアジアの海へ
〜ユースの対話と実践がつなぐ海洋プラスチック問題への挑戦〜

室原一仁●九州大学大学院生物資源環境科学府1年、海洋環境学生団体maiPLA会員

［KEYWORDS］ 海洋ごみ／ユース対話／世界水フォーラム

■福岡市内で海岸清掃を行うmaiPLAメンバー
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ショップに協力する学生ボランティアは約50名に広がっている。地方で生まれた活動が福岡に集い、

再び各地へと還元される流れが生まれている。専門家や地域住民、学生が集う場を設け、学びと

行動を結びつけることも重視している。

現場から世界へ、アジア地域での実践をグローバルな潮流へ

九州北部には対馬海流が流れ、多様な海洋生物が生息し、漁業資源にも恵まれている。糸島、

唐津、壱岐、対馬などは、美しい海と海産物を活かした観光地としても知られている。一方で、これ

らの地域は深刻な海洋ごみ問題にも直面している。ペットボトルやビニール袋、漁業用ロープ、発

泡スチロールなどのプラスチックごみが多く漂着し、海流や季節風の影響により海外由来のごみも

少なくない。海洋ごみは生態系への影響に加え、観光価値の低下や漁業被害など経済的影響も

及ぼす。回収と処理は地域住民や自治体に大きな負担となっており、「他地域から流れ着いたご

みを、漂着地の人々が処理する」という構造そのものが大きな課題である。

こうした状況は、海洋プラスチック問題や生態系保全が一国では解決できない課題であることを

示している。九州北部を拠点に活動する私たち若手世代は、国際会議やオンライン交流を通じて、

東アジア各地域のユースや研究者、実践者と知見を共有してきた。それぞれの地域が抱える制

度や社会背景は異なるが、海を守りたいという思いは共通している。対話を通じて、地域ごとの課

題と可能性を学ぶ機会を得てきた。

2024年にはインドネシアで開催された第10回世界水フォーラムにおいて、九州大学うみつなぎ

のメンバーとして登壇し、maiPLAでの実践について発表した。さらに 2025年の大阪・関西万博

では、「対馬ウィーク」の一環として開催された日韓海洋環境シンポジウムに登壇し、同様の課題に

取り組む日韓ユースと交流した。地域から国際的な場まで活動を広げながら、海洋環境問題の解

決に向けた実践と対話を継続している。

とりわけ重要なのは、知識の共有だけでなく、関係性

を育むことである。継続的な近況報告や励まし合いを

通じ、国境を越えた信頼関係が築かれてきた。ユース

同士が同じ目線で悩みや葛藤を共有する中で、「海ご

みに国境はない」という現実は、理念ではなく実感とし

て受け止められるようになった。

また、活動を継続するためには、先輩から受け継い

だ仕組みと工夫が欠かせない。活動記録の保存、複

数人での運営体制、意見を出し合える場の確保など、

小さな工夫の積み重ねが団体の基盤となっている。筆者自身、高校時代に先輩や指導者に導い

てもらった経験があるからこそ、次の世代には参加しやすい環境と挑戦を後押しする雰囲気を引

き継ぎたいと考えている。さらにこの活動の輪は、団体内だけでなく、同じ問題に取り組む他のユー

スたちにも広げていきたい。

幼少期に川で見た光景が、筆者の意識を変えた。しかし、そのような体験を誰もが得られるわけ

ではない。体験の場を意図的につくり、次世代の学びへとつなげることが大切だ。今後も、ユース

の対話と実践を通じて生まれたつながりを大切にし、「知る・つながる・伝える」を軸に、地域と東ア

ジアを結ぶ環境活動を継続していきたい。（了）

■世界水フォーラム（2024年・インドネシア）に参加する著者（右）

※1 （一社）maiPLA　https://5100maipla.studio.site/2
※2 九州大学うみつなぎ　https://umitsunagi.jp/
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日本発の環境DNA生物多様性観測網ANEMONEを世界へ

人類社会はこれまで自然資本を消費することで成長してきた。しかし、それが持続不可能なこと

は明白なので、自然資本を再生しながら成長する社会への変革が必要不可欠である。そこで重

要となるのが、自然の状態の把握である。なぜなら、自然資本をどの程度消費し、保全活動等でど

の程度回復したか、といった情報なしに再生はあり得ないからだ。

ANEMONE※1は、近藤倫生東北大学教授が率いた全国魚類相一斉調査※2から発展してでき

た生物多様性観測ネットワークである。日本全国の沿岸や河川、湖沼における環境DNA定期サ

ンプリングにより、生物多様性をモニタリングしている。全データは専用のデータベース「ANEMONE 

DB」で無償公開され、DNAサンプルはアーカイブされている。各地の研究者や市民の協力によ

り5年間で延べ 1万回近い観測が行われ、近年は科学論文も出版されている。

これまでにもさまざまな自然観察やモニタリングが実施されてきたが、従来の生物多様性調査と

ANEMONEの大きな違いは 4つの可能性、つまり、参加可能性、比較可能性、追跡可能性、再

利用可能性の全てを備えていることであろう。ANEMONEでは、機材とプロトコルを統一すること

で、科学者に加え市民も観測に参加でき、他地点や過去のデータとの比較が可能である。また、

環境DNAサンプルとメタデータをひも付けてアーカイブすることで、必要に応じて再分析ができる。

ANEMONEは、誰もが参加しながら、大規模で高品質な生物多様性情報を生み出す唯一無二

の観測網なのである。

これを世界に拡大するのが「ANEMONE Global」である。その目的は、世界の生物多様性を

統一的な方法でモニタリングすることで自然の状態を可視化および理解すること、科学者を含む住

民自身が地域の生物多様性情報を取得し、それを経済活動や環境保全等に活用する体制を構

築することである。その中心になったのは、梶田忠琉球大学教授がご自身の研究の中で築いてき

た東南アジアのマングローブ研究者ネットワークと、筆者が関わっているIOC（政府間海洋学委員

会 ）小委員会WESTPAC

の市民科学推進を目指す

ワーキンググループのメン

バーである。生物多様性と

地域社会との協働に対する

高い意識と熱意をもつアジア

の国々が中心にいたからこ

そ、ANEMONE Globalの

ビジョンがスムーズに共有さ

れたと言って良いだろう。

2024年夏、Ocean Shot※3 等の研究費の支援を受け、12カ国17グループが参画して 1回目

の一斉観測を行った（図1；Sioud et al. 2026）。2025年春には、活動の意義が認められ、国連海

洋科学の 10年の Ocean Decade Actionに正式に採択された。そして 2025年秋、参加国が 17

アジアから世界へ：
ANEMONE Globalの挑戦
峰岸有紀●東京大学大気海洋研究所准教授

［KEYWORDS］ 環境DNA／生物多様性／ネイチャーポジティブ

■図1　ANEMONE Globalの第1回観測に参加した国々
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カ国に拡大して定点定期観測の開始にこぎ着け、全球スケールの生物多様性観測が本格的に動

き出したのである。

ANEMONE Globalが目指す接続性・標準化・持続性

2026年2月、ANEMONE Globalの観測参画者や世界各

地の観測ネットワーク等が一堂に会し、国際シンポジウムを開催

した（図2）。ANEMONE Globalの中心であるアジアのマング

ローブ研究者からは彼らの生物多様性研究を紹介していただ

いた。欧米からは EUの観測ネットワークや観測技術の標準化

について、日本からはデータベースの拡張や、現在の日本の環

境DNA研究や調査の指針とも言える環境DNA学会マニュア

ルなどについて講演していただいた。情報共有と同時に、たくさ

んの克服すべき課題と今後の方向性が見えてきた。

生物多様性情報を広域で取得し、 それを経済活動や環境保全等に活用するには、

ANEMONE Globalと世界の既存の観測網をうまく接続することが効率的である。また、それらか

ら得られる生物多様性情報から、自然の状態を反映する指標（多様性指数や種数など）を算出で

きるシステム作りも急務である。

ANEMONE Globalでは、内閣府の「研究開発とSociety 5.0との橋渡しプログラム（BRIDGE）」

等の支援を受け、ANEMONE運用システムの規格化を進めている。他方、世界では早くから

iESTF（International eDNA Standardization Task Force）を中心にサンプリングから分析の

各ステップを国際標準化する動きがあるし、メタデータの運用方針（FAIRe原則）も発表されている。

こういった環境DNA観測に関するさまざまな標準化の動きをうまく組み合わせることが、質の高い

生物多様性情報を生み続ける上で極めて重要である。

さらに、現在、ANEMONE Globalの活動および観測は、複数の日本の研究費で賄っている

が、それらには限度と期限がある。ネイチャーポジティブ社会への転換には生物多様性情報が必

要不可欠だからこそ、観測や分析のための技術移転のみならず、世界各地での分析拠点やデー

タベースの構築、そして観測に係る費用を支える安定した経済的支援が必要である。

地域住民が地域の自然を観測する社会へ

筆者が所属する東京大学大気海洋研究所の臨海施設がある岩手県の大槌湾もANEMONE

の定期観測サイトのひとつである。ここで観測作業を担っているのは、岩手県立大槌高校の「はま

研究会」の部員で、部活動として月1回、放課後に臨海施設に来て採水・ろ過をして帰っていく。

地域の自然に強い関心があるとか科学が得意だとかいう生徒ばかりではないのだが、水をくんだり

シリンジを使ってろ過したりする作業自体が面白いらしい。作業中に地域の自然や科学の話になる

と、「へー」と多少の興味を持ち、帰りにちょっと海をのぞくこともあるようだ。彼らの姿を見て、興味

の程度に関わらず、誰でも地域の自然に関わることができることに気が付いた。つまり、観測作業

をただ面白がるだけでも、日常会話の中からでも、地域の自然に目を向け、その価値に気付くことが

ある。ANEMONEや ANEMONE Globalは、生物多様性をモニタリングすることで自然の状態

を可視化し理解するツールだが、同時に、誰もが地域の自然に関わることのできるツールでもある。

地域住民自ら地域の自然を観測し、その価値を最大化することが当たり前の社会こそ、筆者が考

える2030年目標の先のネイチャーポジティブ社会の姿である。（了）
※1 ANEMONE　https://anemone.bio
※2 益田玲爾著「環境DNAが海の未来にもたらすもの」本誌第435号（2018.09.20発行）　https://www.spf.org/opri/newsletter/435_2.html
※3 笹川平和財団Ocean Shot研究助成「アジア太平洋地域の海洋生物多様性に関する統合的ゲノム解析アプローチ」
　　https://www.spf.org/opri/projects/oceanshot.html

■図2　ANEMONE Globalシンポジウムの登壇者
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編 集 後 記

◆新年度が始まり、さまざまな海洋関連政策も動き始めている。たとえば、内閣官房で取りまとめが進められている「日本成長
戦略」は、官民連携の戦略的投資による世界共通の課題解決とわが国経済の成長を目的とした政策である。今後の日本を
けん引する17の戦略分野※1が特定されており、AIや量子、宇宙などとならんで、海洋、船舶、港湾ロジスティクス、マテリアル

（レアアース等重要鉱物）、エネルギー安全保障（洋上風力）、フードテック（陸上養殖等）など、海洋政策に直接関連する多
くのキーワードが含まれている。また、3月末に閣議決定された「第7期科学技術・イノベーション基本計画」※2では、政策資
源を最大限活用する戦略的支援の対象として 17の新興・基盤技術領域および国家戦略技術領域が指定されている。ここで
も、造船や港湾ロジスティクス、エネルギー安全保障、マテリアル、農林水産（含フードテック）、海洋などが含まれている。これ
ら二つの政策文書からは、今後の日本経済の成長分野として、海洋への大きな期待が見て取れる。◆経済成長をけん引す
るこれら応用科学・技術の礎には、自由な発想に基づく基礎科学がある。たとえば上記戦略分野にも指定されているフュージ
ョンエネルギー（核融合）理論の発端は、今から約100年以上前のフランシス・アストンやアーサー・エディントンらが抱いた「太
陽はなぜ燃え続けているのか？」という知的好奇心であった。また、海洋基本法第1条にも謳われている通り、日本の海洋立
国の実現のためには生態系影響評価や汚染対策など海洋環境の保全も必須である。◆最後に、研究開発成果のスピーデ
ィーな社会実装を実現するためには、科学と政策および産業界の有機的・戦略的連携が不可欠である。大学・研究機関で
の世界トップレベルの研究推進や、その実装に向けたスタートアップに対する支援のほか、地域発の取り組みも大きな可能性
を有するだろう。亜寒帯から熱帯まで、日本の多様な沿岸生態系の恵みを受けて長年にわたり育まれた各地の歴史や文化を
基盤として、日本ならではの多様な地域イノベーションが生まれることにも大いに期待したい。

●
◆Ocean Newsletterの編集にあたり、これまで OPRI情報発信アドバイザリーボードの皆様に編集方針や特集に関するご
助言をいただいておりました。誠に有難うございました。2026年度からは OPRI活動全般に対してご助言をいただく新体制に
発展させる予定です。引き続き、どうぞよろしくお願い申し上げます。　　　　　　　　　　　　　　　　（所長　牧野光琢）

https://www.spf.org/opri/

※1 「危機管理投資」、「成長投資」の戦略分野　https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/index.html
※２ 「第7期科学技術・イノベーション基本計画」　https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index7.html
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2026/5/11〜21
広島市

第48回南極条約協議国会議（ATCM48）
https://www.atcm48japan.jp/

ATCM、日本国外務省

2026/5/24〜29
幕張

JpGU-AGU Joint Meeting 2026
https://www.jpgu.org/meeting_j2026/

日本地球惑星科学連合（JpGU）、アメリカ地球物理学連合（AGU）

2026/6/3〜4
東京

Island States Ocean Summit
https://oceandecade.org/events/island-states-ocean-summit-sustainable-ocean-action-for-resilient-islands/

日本財団、外務省、UNESCO-IOC

2026/6/3〜6
サンクトペテルブルグ（露）

サンクトペテルブルク国際経済フォーラム（SPIEF'26）
https://forumspb.com/en/about/?lang=jap

ロスコングレス財団

2026/6/15〜17
エビアン（仏）

G7 2026
https://www.banque-france.fr/en/g7-evian-2026

仏政府

2026/6/29〜7/3
パリ（仏）

59th Executive Cluncil of UNESCO-IOC
https://indico.un.org/event/1018996/

UNESCO-IOC

2026/6/29〜7/10
キングストン（ジャマイカ)

31st Session of ISA, p2
https://isa.org.jm/sessions/31st-session-2026/

国際海底機構

インフォメ ー ション

笹川平和財団海洋政策研究所は 2024年7月、（株）Gakkenの
小学生向け学習まんが書籍「まんがでよくわかるシリーズ」の『海のひ
みつ』をGakkenと共同で制作しました。

国民の「海離れ」が進む中、多くの小学生とその保護者・教育現
場の方々に海洋に関心を持ってもらいたいという思いから、日本財団
の助成事業「海洋教育パイオニアスクール事業」の一環として実施
されました。冒険調の展開の中で、海のさまざまな現象や環境問題
を織り込みながら、海と人が共に影響しあい繋がっていることを分か
りやすく伝えるよう心掛けました。本書印刷版（非売品）は、Gakken
を通じて全国の小学校（特別支援学校含む）、公立図書館、児童館
等に合計25,000部が寄贈されました。デジタル版は、期間限定で「学研まんがひみつ文庫」
や「学研キッズネット」にて無料で公開されています。

書 籍 案 内

学研キッズネット
日本語版
2027年6月まで

学研まんがひみつ文庫
日本語版
2027年6月まで

英語版
2028年3月まで




